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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トランスデューサに用いられ、エラストマーと、該エラストマーに化学結合し、該エラ
ストマー中に一次粒子の状態で分散されている粒子径１００ｎｍ以下の金属酸化物粒子と
、を有し、該金属酸化物粒子は、ＴｉＯ２／ＺｒＯ２複合粒子またはＴｉＯ２／ＳｉＯ２

複合粒子を含む誘電膜の製造方法であって、
　チタンアルコキシド化合物にキレート剤を添加して、該チタンアルコキシド化合物のキ
レート化物を生成するキレート化工程と、
　該チタンアルコキシド化合物のキレート化物に、ジルコニウムアルコキシド化合物、該
ジルコニウムアルコキシド化合物のキレート化物、およびケイ素アルコキシド化合物のう
ちのいずれかを添加した後、有機溶剤および水を添加して、該チタンアルコキシド化合物
と、ジルコニウムアルコキシド化合物またはケイ素アルコキシド化合物と、の加水分解反
応により生成した水酸基を有するＴｉＯ２／ＺｒＯ２複合粒子またはＴｉＯ２／ＳｉＯ２

複合粒子のゾルを得るゾル製造工程と、
　該ＴｉＯ２／ＺｒＯ２複合粒子または該ＴｉＯ２／ＳｉＯ２複合粒子のゾルと、水酸基
と反応可能なカルボキシル基、アミノ基、およびエポキシ基から選ばれる一種以上の官能
基を有するゴムポリマーを含むポリマー溶液と、を含む混合液を調製する混合液調製工程
と、
　該混合液を基材上に塗布し、塗膜を硬化させて誘電膜を得る成膜工程と、
を有することを特徴とする誘電膜の製造方法。
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【請求項２】
　前記金属酸化物粒子は、さらに二酸化チタン（ＴｉＯ２）粒子を含み、
　前記混合液調製工程において調製される前記混合液は、チタンアルコキシド化合物のキ
レート化物に有機溶剤および水を添加して、該チタンアルコキシド化合物の加水分解反応
により生成した水酸基を有するＴｉＯ２粒子のゾルを含む請求項１に記載の誘電膜の製造
方法。
【請求項３】
　前記金属酸化物粒子のメジアン径は、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下である請求項１または
請求項２に記載の誘電膜の製造方法。
【請求項４】
　前記金属酸化物粒子の含有量は、前記エラストマーの１００質量部に対して１質量部以
上２０質量部以下である請求項１ないし請求項３のいずれかに記載の誘電膜の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アクチュエータ、スピーカ等のトランスデューサに用いられる誘電膜、およ
びその製造方法に関する。また、当該誘電膜を備えるトランスデューサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　トランスデューサとしては、機械エネルギーと電気エネルギーとの変換を行うアクチュ
エータ、センサ等、あるいは音響エネルギーと電気エネルギーとの変換を行うスピーカ、
マイクロフォン等が知られている。柔軟性が高く、小型で軽量なトランスデューサを構成
するためには、誘電体エラストマー等の高分子材料が有用である。
【０００３】
　例えば、特許文献１に記載されているように、誘電体エラストマーからなる誘電膜の厚
さ方向両面に、一対の電極を配置して、アクチュエータを構成することができる。この種
のアクチュエータでは、電極間への印加電圧を大きくすると、電極間の静電引力が大きく
なる。このため、電極間に挟まれた誘電膜は厚さ方向から圧縮され、誘電膜の厚さは薄く
なる。膜厚が薄くなると、その分、誘電膜は電極面に対して平行方向に伸長する。一方、
電極間への印加電圧を小さくすると、電極間の静電引力が小さくなる。このため、誘電膜
に対する厚さ方向からの圧縮力が小さくなり、誘電膜の弾性復元力により膜厚は厚くなる
。膜厚が厚くなると、その分、誘電膜は電極面に対して平行方向に収縮する。このように
、アクチュエータは、誘電膜を伸長、収縮させることによって、駆動対象部材を駆動させ
る。
【０００４】
　大きな電圧を印加して、アクチュエータから出力される力および変位量を大きくするた
めには、誘電膜の体積抵抗率が大きく、耐絶縁破壊性が高いことが望ましい。耐絶縁破壊
性の高いエラストマー材料としては、シリコーンゴムが知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特表２００３－５０６８５８号公報
【特許文献２】特開２０１１－０８４７１２号公報
【特許文献３】特開２００８－６９３２６号公報
【特許文献４】特開２００６－２６５０９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　シリコーンゴムは、シロキサン結合を骨格とする。このため、電気抵抗が大きい。よっ
て、シリコーンゴムからなる誘電膜は、大きな電圧を印加しても絶縁破壊しにくい。しか
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しながら、シリコーンゴムの極性は小さい。つまり、比誘電率が小さい。このため、シリ
コーンゴムからなる誘電膜を用いてアクチュエータを構成した場合には、印加電圧に対す
る静電引力が小さい。よって、実用的な電圧により、所望の力および変位量を得ることが
できない。
【０００７】
　一方、本発明者は、誘電膜の材料として、有機金属化合物により架橋されたエラストマ
ー中に、シリカ等の無機フィラーを配合したエラストマー材料を開発した（特許文献２参
照）。当該エラストマー材料においては、シリカ粒子により電子の流れが遮断される。こ
のため、電気抵抗が大きくなる。しかしながら、シリカ粒子は、エラストマーに直接化学
結合しているわけではない。このため、電圧印加時に、シリカ粒子とエラストマーとの間
の微小な隙間で放電が生じることにより、耐絶縁破壊性の低下を招くおそれがある。また
、シリカ粒子は凝集しやすいため、エラストマー中での均一な分散が難しい。例えば、凝
集粒子のような粒子径の大きな粒子が、誘電膜中に存在すると、伸長時の伸びが不均一に
なりやすい。この場合、当該粒子を基点として欠陥が生じやすく、耐絶縁破壊性が低下す
るおそれがある。
【０００８】
　本発明は、このような実情に鑑みてなされたものであり、耐絶縁破壊性が高い誘電膜、
およびその製造方法を提供することを課題とする。また、耐絶縁破壊性が高く、耐久性に
優れたトランスデューサを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　（１）本発明の誘電膜は、トランスデューサに用いられる誘電膜であって、エラストマ
ーと、該エラストマーに化学結合し、該エラストマー中に一次粒子の状態で分散されてい
る粒子径１００ｎｍ以下の金属酸化物粒子と、を有することを特徴とする。
【００１０】
　本発明の誘電膜においては、エラストマー中に分散した金属酸化物粒子により、電子の
流れが遮断される。このため、本発明の誘電膜の電気抵抗は大きい。ここで、金属酸化物
粒子は、エラストマーに化学結合している。よって、金属酸化物粒子とエラストマーとの
間の隙間は無い。このため、電圧印加時に、放電による絶縁破壊が生じにくい。また、エ
ラストマーに固定されているため、金属酸化物粒子は凝集しにくい。つまり、金属酸化物
粒子は、凝集した二次粒子ではなく単独の一次粒子の状態で、均一に、エラストマー中に
分散される。さらに、金属酸化物粒子は、粒子径１００ｎｍ以下の微粒子である。このた
め、誘電膜の膜質が均一になる。したがって、伸長時の伸びが均一になり、金属酸化物粒
子を基点とした欠陥が生じにくい。
【００１１】
　このように、金属酸化物のナノ粒子を、エラストマーに化学結合させて、エラストマー
中に均一に分散させることにより、誘電膜の耐絶縁破壊性を、大幅に向上させることがで
きる。したがって、本発明の誘電膜には、より大きな電圧を印加することができる。その
結果、本発明の誘電膜を備えるトランスデューサによると、より大きな力および変位量を
得ることができる。
【００１２】
　また、本発明の誘電膜の電気抵抗は大きい。よって、実用的な電圧範囲で電圧を印加し
た場合に、電流が誘電膜中を流れにくい。このため、誘電膜中に、多くの電荷が蓄えられ
る。これにより、大きな静電引力が発生し、出力される力および変位量が大きくなる。ま
た、電流が誘電膜中を流れにくいため、ジュール熱の発生が抑制される。したがって、本
発明の誘電膜は、熱により破壊されるおそれも小さい。
【００１３】
　（２）また、上記本発明の誘電膜を製造するための、本発明の誘電膜の製造方法は、有
機金属化合物にキレート剤を添加して、該有機金属化合物のキレート化物を生成するキレ
ート化工程と、該キレート化物に有機溶剤および水を添加して、該有機金属化合物の加水
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分解反応により生成した金属酸化物粒子のゾルを得るゾル製造工程と、該金属酸化物粒子
のゾルと、水酸基と反応可能な官能基を有するゴムポリマーを含むポリマー溶液と、を混
合して混合液を調製する混合液調製工程と、該混合液を基材上に塗布し、塗膜を硬化させ
て誘電膜を得る成膜工程と、を有することを特徴とする。
【００１４】
　本発明の製造方法においては、金属酸化物粒子のゾルと、ゴムポリマーを含むポリマー
溶液と、を混合した混合液を成膜して、上記本発明の誘電膜を製造する。まず、キレート
化工程においては、キレート剤を用いて、原料の有機金属化合物をキレート化する。有機
金属化合物は、水と反応して加水分解すると共に重縮合する（ゾルゲル反応）。有機金属
化合物を予めキレート化しておくことにより、次工程において、有機金属化合物と水との
急激な反応を抑制し、粒子径の小さな金属酸化物粒子を、凝集させることなく製造するこ
とができる。次に、ゾル製造工程においては、有機金属化合物のキレート化物に、有機溶
剤および水を添加して、加水分解反応を進行させる。これにより、金属酸化物粒子が生成
される。後で詳しく説明するが、有機溶剤の組成により、生成される金属酸化物粒子の粒
子径を、調整することができる。次に、混合液調製工程においては、前工程において製造
された金属酸化物粒子のゾルと、ゴムポリマーを含むポリマー溶液と、を混合して混合液
を調製する。ゾル中の金属酸化物粒子は、水酸基（－ＯＨ）を有する。一方、ゴムポリマ
ーは、当該水酸基と反応可能な官能基を有する。このため、次の成膜工程において、混合
液から形成された塗膜が硬化すると共に、水酸基と官能基とが反応して、金属酸化物粒子
とゴムポリマーとが化学結合する。これにより、金属酸化物粒子は、硬化したゴムポリマ
ー（エラストマー）中に均一に分散される。このように、本発明の製造方法によると、上
記本発明の誘電膜を容易に製造することができる。
【００１５】
　（３）また、本発明のトランスデューサは、上記本発明の誘電膜と、該誘電膜を介して
配置される複数の電極と、を備えることを特徴とする。
【００１６】
　本発明のトランスデューサは、上記本発明の誘電膜を備える。上述したように、本発明
の誘電膜の耐絶縁破壊性は高い。また、実用的な電圧範囲において、電流が誘電膜中を流
れにくいため、誘電膜中に、多くの電荷が蓄えられる。これにより、大きな静電引力が発
生する。したがって、本発明のトランスデューサによると、より大きな力および変位量を
得ることができる。また、上記本発明の誘電膜は、熱による破壊のおそれも小さい。この
ため、本発明のトランスデューサは、耐久性に優れる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明のトランスデューサの一実施形態であるアクチュエータの断面模式図であ
って、（ａ）は電圧オフ状態、（ｂ）は電圧オン状態を示す。
【図２】ＩＰＡの添加量とＴｉＯ２粒子の粒子径との関係を示すグラフである。
【図３】ＴｉＯ２粒子の含有量に対する弾性率の変化を示すグラフである。
【図４】弾性率と体積抵抗率との関係を示すグラフである。
【図５】測定装置に取り付けられたアクチュエータの表側正面図である。
【図６】図５のＶＩ－ＶＩ断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の誘電膜、その製造方法、およびトランスデューサの実施形態について説
明する。なお、本発明の誘電膜、その製造方法、およびトランスデューサは、以下の実施
形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において、当業者が行い
得る変更、改良等を施した種々の形態にて実施することができる。
【００１９】
　＜誘電膜＞
　本発明の誘電膜は、エラストマーと、該エラストマーに化学結合し、該エラストマー中
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に一次粒子の状態で分散されている粒子径１００ｎｍ以下の金属酸化物粒子と、を有する
。
【００２０】
　[エラストマー]
　エラストマーは、金属酸化物粒子と化学結合可能なものであれば、特に限定されない。
電圧印加時に発生する静電引力を大きくするという観点では、極性が大きい、つまり比誘
電率が大きいものが望ましい。例えば、比誘電率が２．８以上（測定周波数１００Ｈｚ）
のものが好適である。比誘電率が大きいエラストマーとしては、例えば、ニトリルゴム（
ＮＢＲ）、水素化ニトリルゴム（Ｈ－ＮＢＲ）、アクリルゴム、ウレタンゴム、フッ素ゴ
ム、フルオロシリコーンゴム、クロロスルホン化ポリエチレンゴム、クロロプレンゴム、
エチレン－酢酸ビニル共重合体、塩素化ポリエチレン等が挙げられる。エラストマーとし
ては、一種を単独で、あるいは二種以上を混合して用いることができる。
【００２１】
　後の製造方法において説明するように、本発明の誘電膜は、金属酸化物粒子の水酸基と
反応可能な官能基を有するゴムポリマーを用いて製造される。水酸基と反応可能な官能基
としては、カルボキシル基（－ＣＯＯＨ）、アミノ基（－ＮＨ）、エポキシ基等が挙げら
れる。したがって、上記エラストマーに官能基を導入するなどして変性したエラストマー
を用いればよい。例えば、カルボキシル基変性ニトリルゴム（Ｘ－ＮＢＲ）、カルボキシ
ル基変性水素化ニトリルゴム（ＸＨ－ＮＢＲ）等が好適である。Ｘ－ＮＢＲ、ＸＨ－ＮＢ
Ｒにおいては、アクリロニトリル含有量（結合ＡＮ量）が３３質量％以上のものが望まし
い。結合ＡＮ量は、ゴムの全体質量を１００質量％とした場合のアクリロニトリルの質量
割合である。
【００２２】
　[金属酸化物粒子]
　金属酸化物粒子は、自身の水酸基とエラストマーの官能基との反応により、エラストマ
ーに化学結合している。金属酸化物粒子としては、絶縁性が高いという観点から、チタン
、ジルコニウム、およびケイ素から選ばれる一種以上の元素を含むものが望ましい。例え
ば、二酸化チタン（ＴｉＯ２）、二酸化ジルコニウム（ＺｒＯ２）、シリカ（ＳｉＯ２）
等、各々単独の酸化物粒子や、これらの複合粒子（ＴｉＯ２／ＺｒＯ２、ＴｉＯ２／Ｓｉ
Ｏ２等）が挙げられる。含有される金属酸化物粒子は、一種でも二種以上でもよい。
【００２３】
　金属酸化物粒子の粒子径は、１００ｎｍ以下である。エラストマー中における分散性、
誘電膜の均一性等を考慮すると、金属酸化物粒子の粒子径は小さい方が望ましい。例えば
、金属酸化物粒子のメジアン径が、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることが望ましい。メ
ジアン径が、３０ｎｍ以下、さらには２０ｎｍ以下であるとより好適である。金属酸化物
粒子の粒子径については、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いた観察により測定すること
ができる。また、小角Ｘ線散乱法により測定してもよい。
【００２４】
　後の製造方法において説明するように、金属酸化物粒子は、有機金属化合物の加水分解
反応により合成される（ゾルゲル法）。この場合、ゾル中の金属酸化物粒子の粒子径と、
誘電膜中の金属酸化物粒子の粒子径と、は等しくなると推定される。したがって、ゾル中
の金属酸化物粒子の粒子径を、誘電膜中の金属酸化物粒子の粒子径として採用してもよい
。ゾル中の金属酸化物粒子の粒子径は、例えば、日機装（株）製のレーザー回折・散乱式
粒子径・粒度分布測定装置を用いて測定することができる。また、ゾルを乾固して、走査
型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いた観察により測定することができる。
【００２５】
　金属酸化物粒子の含有量は、誘電膜の体積抵抗率と柔軟性とを考慮して、適宜決定すれ
ばよい。例えば、金属酸化物粒子の含有量を、エラストマーの１００質量部に対して１質
量部以上２０質量部以下とするとよい。金属酸化物粒子の含有量が１質量部未満の場合に
は、電気抵抗の増加効果が小さい。一方、２０質量部を超えると、電気抵抗の増加効果が
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飽和して、弾性率が増加するだけだからである。
【００２６】
　[他の成分]
　本発明の誘電膜は、上記エラストマーおよび金属酸化物粒子に加えて、他の成分を含ん
でいてもよい。他の成分としては、架橋剤、補強剤、可塑剤、老化防止剤、着色剤等の他
、絶縁性の高い無機フィラーが挙げられる。絶縁材料を配合することにより、誘電膜の電
気抵抗をより大きくすることができる。無機フィラーとしては、例えば、シリカ、酸化チ
タン、チタン酸バリウム、炭酸カルシウム、クレー、焼成クレー、タルク等が挙げられる
。これらの一種を単独で、あるいは二種以上を混合して配合することができる。例えば、
後述する官能基の数が多く、比較的安価であるという理由から、シリカが好適である。ま
た、シリカ、酸化チタン、チタン酸バリウムについては、有機金属化合物の加水分解反応
（ゾルゲル法）により製造したものを用いてもよい。
【００２７】
　電子の流れを遮断して、より絶縁性を高くするためには、エラストマーと無機フィラー
とが、化学結合されていることが望ましい。この場合、無機フィラーとしては、エラスト
マーと反応可能な官能基を有するものを用いればよい。官能基としては、水酸基（－ＯＨ
）、カルボキシル基（－ＣＯＯＨ）、無水マレイン酸基等が挙げられる。無機フィラーの
配合割合は、誘電膜の体積抵抗率等を考慮して、決定すればよい。例えば、エラストマー
の１００質量部に対して、５質量部以上５０質量部以下とすることが望ましい。５質量部
未満であると、電気抵抗を大きくする効果が小さい。反対に、５０質量部を超えると、誘
電膜が硬くなり、柔軟性が損なわれるおそれがある。
【００２８】
　本発明の誘電膜は、有機金属化合物の加水分解反応により合成され水酸基を有する金属
酸化物粒子と、該金属酸化物粒子の該水酸基と反応可能な官能基を有するゴムポリマーを
含むポリマー溶液と、を含む液状組成物から製造される。以下、本発明の誘電膜の製造方
法について説明する。
【００２９】
　＜誘電膜の製造方法＞
　本発明の誘電膜の製造方法は、キレート化工程と、ゾル製造工程と、混合液調製工程と
、成膜工程と、を有する。以下、各工程を順に説明する。
【００３０】
　[キレート化工程]
　本工程は、有機金属化合物にキレート剤を添加して、該有機金属化合物のキレート化物
を生成する工程である。なお、ＴｉＯ２／ＺｒＯ２、ＴｉＯ２／ＳｉＯ２等の複合粒子の
ゾルを製造する場合、本工程において、複合粒子を構成する一つの金属酸化物の原料の有
機金属化合物をキレート化しておき、次のゾル製造工程において、当該キレート化物に、
他の金属酸化物の原料の有機金属化合物を添加してもよい。
【００３１】
　有機金属化合物は、目的とする金属酸化物粒子の種類に応じて、金属アルコキシド化合
物や金属アシレート化合物の中から、適宜選択すればよい。金属アルコキシド化合物とし
ては、テトラｎ－ブトキシチタン、テトラｎ－ブトキシジルコニウム、テトラｎ－ブトキ
シシラン、テトラｉ－プロポキシチタン、テトラエトキシシラン、テトラキス（２－エチ
ルヘキシルオキシ）チタン、チタンブトキシドダイマー等が挙げられる。また、金属アシ
レート化合物としては、ポリヒドロキシチタンステアレート、ジルコニウムトリブトキシ
モノステアレート等が挙げられる。
【００３２】
　キレート剤としては、例えば、アセチルアセトン、ベンゾイルアセトン、ジベンゾイル
メタン等のβ－ジケトン、アセト酢酸エチル、ベンゾイル酢酸エチル等のβ－ケト酸エス
テル、トリエタノールアミン、乳酸、２-エチルヘキサンー１，３ジオール、１,３へキサ
ンジオール等を用いることができる。キレート剤は、混合液調製工程において、ゴムポリ
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マーを溶解する溶剤と同じものが望ましい。
【００３３】
　[ゾル製造工程]
　本工程は、生成されたキレート化物に、有機溶剤および水を添加して、有機金属化合物
の加水分解反応により生成した金属酸化物粒子のゾルを得る工程である。本工程において
、有機金属化合物の加水分解反応が進行し、金属酸化物粒子が生成される。
【００３４】
　有機溶剤は、メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール（ＩＰＡ）等のアルコ
ール類、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）等のケト
ン類、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）等のエーテル類等を使用すればよい。例えば、ＩＰ
Ａを添加すると、キレート化物と水との親和性が向上し、金属酸化物粒子の核が生成され
やすくなる。また、ＭＥＫを添加すると、混合液調製工程において、金属酸化物粒子のゾ
ルとポリマー溶液との相溶性を、向上させることができる。また、使用する有機溶剤の種
類や添加量により、生成される金属酸化物粒子の粒子径が変化する。例えば、メジアン径
が１０～５０ｎｍ程度の金属酸化物粒子を生成したい場合には、ＩＰＡとＭＥＫとを、Ｉ
ＰＡのモル数／ＭＥＫのモル数＝０．６程度になるように添加し、かつ、ＩＰＡの添加量
を、使用した有機金属化合物のモル数の７～１０倍量にするとよい。水は、有機金属化合
物の加水分解に必要な量を添加すればよい。
【００３５】
　得られたゾルは、そのまま次工程に用いることができる。あるいは、エージング処理や
マイクロ波処理を施してから、次工程に用いてもよい。エージング処理やマイクロ波処理
を施すと、金属酸化物粒子における余剰の水酸基を失活させることができる。これにより
、補強性が低下して、柔軟な誘電膜を形成することができる。また、ゾルの保存時におけ
る金属酸化物粒子同士の凝集を、抑制することができる。例えば、エージング処理は、ゾ
ルを４０℃程度の温度下で、数時間静置して行えばよい。
【００３６】
　[混合液調製工程]
　本工程は、製造された金属酸化物粒子のゾルと、水酸基と反応可能な官能基を有するゴ
ムポリマーを含むポリマー溶液と、を混合して混合液を調製する工程である。
【００３７】
　ポリマー溶液は、所定のゴムポリマーを溶剤に溶解して調製される。上述したように、
使用する溶剤は、有機金属化合物をキレート化したキレート剤と同じものを用いることが
望ましい。ゾルの配合量は、エラストマー中に含有させる金属酸化物粒子の量に応じて、
適宜決定すればよい。また、混合液には、必要に応じて、架橋剤、無機フィラー等の他の
成分が配合されていてもよい。この場合、他の成分は、予めポリマー溶液に配合されてい
てもよい。架橋剤としては、有機金属化合物が好適である。架橋剤の反応残渣は、不純物
となり、誘電膜の耐絶縁破壊性を低下させる一因となる。有機金属化合物を用いると、反
応残渣が生じにくい。このため、誘電膜の耐絶縁破壊性を低下を、抑制することができる
。
【００３８】
　[成膜工程]
　本工程は、調製された混合液を基材上に塗布し、塗膜を硬化させて誘電膜を得る工程で
ある。混合液の塗布方法は、特に限定されない。例えば、インクジェット印刷、フレキソ
印刷、グラビア印刷、スクリーン印刷、パッド印刷、リソグラフィー等の印刷法の他、デ
ィップ法、スプレー法、バーコート法等が挙げられる。また、塗膜の硬化温度は、用いた
溶剤の種類や、反応速度を考慮して適宜決定すればよい。例えば、溶剤の沸点以上とする
ことが望ましい。
【００３９】
　＜トランスデューサ＞
　本発明のトランスデューサは、本発明の誘電膜と、該誘電膜を介して配置される複数の
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電極と、を備える。本発明の誘電膜の構成、および製造方法については、上述した通りで
ある。よって、ここでは説明を割愛する。なお、本発明のトランスデューサにおいても、
本発明の誘電膜における好適な態様を採用することが望ましい。
【００４０】
　誘電膜の厚さは、用途等に応じて適宜決定すればよい。例えば、本発明のトランスデュ
ーサをアクチュエータとして用いる場合には、アクチュエータの小型化、低電位駆動化、
および変位量を大きくする等の観点から、誘電膜の厚さは薄い方が望ましい。この場合、
耐絶縁破壊性等をも考慮して、誘電膜の厚さを、１μｍ以上１０００μｍ（１ｍｍ）以下
とすることが望ましい。より好適な範囲は、５μｍ以上２００μｍ以下である。
【００４１】
　本発明のトランスデューサにおいて、電極の材質は、特に限定されるものではない。電
極は、誘電膜の変形に追従して、伸縮可能であることが望ましい。この場合、誘電膜の変
形が、電極により規制されにくい。したがって、本発明のトランスデューサにおいて、所
望の出力を得やすくなる。例えば、オイル、エラストマー等のバインダーに導電材を混合
した導電ペースト、あるいは導電塗料から、電極を形成することができる。導電材として
は、カーボンブラック、ケッチェンブラック、カーボンナノチューブ、グラフェン等の炭
素材料、銀等の金属粉末を使用すればよい。また、炭素繊維や金属繊維をメッシュ状に編
んで、電極を形成してもよい。
【００４２】
　また、本発明のトランスデューサを、複数の誘電膜と電極とを交互に積層させた積層構
造とすると、より大きな力を発生させることができる。したがって、積層構造を採用した
場合には、例えば、アクチュエータの出力を大きくすることができる。これにより、駆動
対象部材をより大きな力で駆動させることができる。
【００４３】
　以下、本発明のトランスデューサをアクチュエータに具現化した実施形態を説明する。
図１に、本実施形態のアクチュエータの断面模式図を示す。（ａ）は電圧オフ状態、（ｂ
）は電圧オン状態を各々示す。
【００４４】
　図１に示すように、アクチュエータ１は、誘電膜１０と、電極１１ａ、１１ｂと、配線
１２ａ、１２ｂと、を備えている。誘電膜１０は、カルボキシル基変性水素化ニトリルゴ
ム（ＨＸ－ＮＢＲ）と、二酸化チタン（ＴｉＯ２）粒子と、を有している。ＴｉＯ２の粒
子径は１００ｎｍ以下であり、メジアン径は、１４ｎｍである。ＴｉＯ２粒子は、ＨＸ－
ＮＢＲに化学結合し、ＨＸ－ＮＢＲ中に一次粒子の状態で分散されている。電極１１ａは
、誘電膜１０の上面の略全体を覆うように、配置されている。同様に、電極１１ｂは、誘
電膜１０の下面の略全体を覆うように、配置されている。電極１１ａ、１１ｂは、各々、
配線１２ａ、１２ｂを介して電源１３に接続されている。
【００４５】
　オフ状態からオン状態に切り替える際は、一対の電極１１ａ、１１ｂ間に電圧を印加す
る。電圧の印加により、誘電膜１０の厚さは薄くなり、その分だけ、図１（ｂ）中白抜き
矢印で示すように、電極１１ａ、１１ｂ面に対して平行方向に伸長する。これにより、ア
クチュエータ１は、図中上下方向および左右方向の駆動力を出力する。
【００４６】
　本実施形態によると、ＨＸ－ＮＢＲ中に分散したＴｉＯ２粒子により、誘電膜１０にお
ける電子の流れが遮断される。このため、誘電膜１０の電気抵抗は大きい。また、ＴｉＯ

２粒子は、ＨＸ－ＮＢＲに化学結合している。よって、ＴｉＯ２粒子とＨＸ－ＮＢＲとの
間に隙間は無い。このため、電圧印加時に、放電による絶縁破壊が生じにくい。また、Ｔ
ｉＯ２粒子は、ＨＸ－ＮＢＲ中に一次粒子の状態で分散されている。このため、誘電膜１
０の膜質は均一である。したがって、誘電膜１０において、伸長時の伸びが均一になり、
ＴｉＯ２粒子を基点とした欠陥が生じにくい。
【００４７】
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　このように、誘電膜１０は、高い耐絶縁破壊性を有する。このため、誘電膜１０に、よ
り大きな電圧を印加することができる。また、誘電膜１０の電気抵抗は大きい。つまり、
実用的な電圧範囲で電圧を印加した場合に、電流が誘電膜１０中を流れにくい。このため
、誘電膜１０は、多くの電荷を蓄えることができる。これにより、大きな静電引力が発生
する。したがって、アクチュエータ１によると、大きな力および変位量を得ることができ
る。また、電流が誘電膜１０中を流れにくいため、ジュール熱が発生しにくい。このため
、誘電膜１０は、熱により破壊されるおそれが小さい。よって、アクチュエータ１は、耐
久性に優れる。
【実施例】
【００４８】
　次に、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
【００４９】
　＜ゾルの製造＞
　[ＴｉＯ２ゾル]
　まず、有機金属化合物のテトラｉ－プロポキシチタン０．０１ｍｏｌに、アセチルアセ
トン０．０２ｍｏｌを加えてキレート化した。次に、得られたキレート化物に、イソプロ
ピルアルコール（ＩＰＡ）０．０８３ｍｏｌ、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）０．１３９
ｍｏｌ、および水０．０４ｍｏｌを添加して、ＴｉＯ２粒子のゾルを得た。その後、得ら
れたゾルを、４０℃下で２時間静置して、エージング処理した。製造したゾルを、ＴｉＯ

２ゾルと称す。
【００５０】
　一方、これとは別に、ＩＰＡの添加量を変えてゾルを製造し、ＩＰＡの添加量とＴｉＯ

２粒子の粒子径との関係を調べた。この実験は、ＩＰＡのモル数／ＭＥＫのモル数の値を
約０．６に固定して、テトラｉ－プロポキシチタン０．０１ｍｏｌに対するＩＰＡの添加
量を変えて行った。そして、日機装（株）製のレーザー回折・散乱式粒子径・粒度分布測
定装置を用いて、エージング処理後のゾルに含まれるＴｉＯ２粒子のメジアン径を、測定
した。結果を図２に示す。
【００５１】
　図２に示すように、ＩＰＡの添加量が多いほど、生成されるＴｉＯ２粒子のメジアン径
は、小さくなった。また、メジアン径が５０ｎｍ（０．０５μｍ）以下のＴｉＯ２粒子を
生成するためには、ＩＰＡの添加量を０．０７ｍｏｌ以上（使用した有機金属化合物のモ
ル数の７倍量以上）にするとよいことが、確認された。また、ＩＰＡを０．０８３ｍｏｌ
添加して製造した上記ＴｉＯ２ゾル中の、ＴｉＯ２粒子の粒子径は１００ｎｍ以下であり
、メジアン径は１４ｎｍであった。
【００５２】
　[ＴｉＯ２／ＳｉＯ２ゾル]
　上記ＴｉＯ２ゾルの製造において、テトラｉ－プロポキシチタンのキレート化物に、テ
トラエトキシシランを０．００５ｍｏｌ添加した後、ＩＰＡ、ＭＥＫ、および水を添加し
て、ＴｉＯ２／ＳｉＯ２複合粒子のゾルを得た。得られたゾルを、４０℃下で２時間静置
して、エージング処理した。製造したゾルを、ＴｉＯ２／ＳｉＯ２ゾルと称す。
【００５３】
　[ＴｉＯ２／ＺｒＯ２ゾル]
　上記ＴｉＯ２ゾルの製造において、テトラｉ－プロポキシチタンのキレート化物に、ジ
ルコニウムアルコキシドの０．００５ｍｏｌにアセチルアセトン０．０１ｍｏｌを加えて
キレート化したキレート化物を添加した後、ＩＰＡ、ＭＥＫ、および水を添加して、Ｔｉ
Ｏ２／ＺｒＯ２複合粒子のゾルを得た。得られたゾルを、４０℃下で２時間静置して、エ
ージング処理した。製造したゾルを、ＴｉＯ２／ＺｒＯ２ゾルと称す。
【００５４】
　＜誘電膜の製造＞
　［参考例１、実施例２、３］
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　まず、カルボキシル基変性水素化ニトリルゴム（ランクセス社製「テルバン（登録商標
）ＸＴ８８８９」）を、アセチルアセトンに溶解して、固形分濃度が１２質量％のポリマ
ー溶液を調製した。次に、調製したポリマー溶液１００質量部に、ＴｉＯ２ゾル２０．５
７質量部を混合し、さらに架橋剤として、テトラキス（２－エチルヘキシルオキシ）チタ
ンのアセチルアセトン溶液（濃度２０質量％）を３質量部添加して、混合液を調製した。
そして、調製した混合液を基材上に塗布し、乾燥させた後、１５０℃で約６０分間加熱し
て、誘電膜を得た。誘電膜の膜厚は約２０μｍ、ＴｉＯ２粒子の含有量は、エラストマー
（ＨＸ－ＮＢＲ）１００質量部に対して６．６質量部であった。製造した誘電膜を、参考
例１の誘電膜とした。
【００５５】
　ゾルの種類および配合量を変えた以外は、参考例１の誘電膜と同様にして、さらに二種
類の誘電膜を製造した。製造した誘電膜を、実施例２の誘電膜（ＴｉＯ２／ＳｉＯ２ゾル
使用）、および実施例３の誘電膜（ＴｉＯ２／ＺｒＯ２ゾル使用）とした。
【００５６】
　［比較例１］
　ゾルを配合しない以外は、参考例１の誘電膜と同様にして、誘電膜を製造した。製造し
た誘電膜を、比較例１の誘電膜とした。
【００５７】
　［参考例４、実施例５～７］
　さらに、無機フィラーとしてシリカを配合して、誘電膜を製造した。まず、カルボキシ
ル基変性水素化ニトリルゴム（同上）１００質量部と、シリカ（日本アエロジル（株）製
「Ａｅｒｏｓｉｌ（登録商標）３８０」）１０質量部と、をロール練り機にて混練りした
。次に、混練りした材料を、アセチルアセトンに溶解して、固形分濃度が１２質量％のポ
リマー溶液を調製した。続いて、調製したポリマー溶液１００質量部に、ＴｉＯ２ゾル１
８．９５質量部を混合し、さらに架橋剤として、テトラキス（２－エチルヘキシルオキシ
）チタンのアセチルアセトン溶液（濃度２０質量％）を３質量部添加して、混合液を調製
した。そして、調製した混合液を基材上に塗布し、乾燥させた後、１５０℃で約６０分間
加熱して、誘電膜を得た。誘電膜の膜厚は約２０μｍ、ＴｉＯ２粒子の含有量は、エラス
トマー（ＨＸ－ＮＢＲ）１００質量部に対して６．６質量部であった。製造した誘電膜を
、参考例４の誘電膜とした。
【００５８】
　ゾルの種類および配合量を変えた以外は、参考例４の誘電膜と同様にして、さらに三種
類の誘電膜を製造した。製造した誘電膜を、実施例５の誘電膜（ＴｉＯ２／ＳｉＯ２ゾル
使用）、実施例６の誘電膜（ＴｉＯ２／ＺｒＯ２ゾル使用）、および実施例７の誘電膜（
ＴｉＯ２ゾルおよびＴｉＯ２／ＺｒＯ２ゾル使用）とした。
【００５９】
　［比較例２］
　ゾルを配合しない以外は、参考例４の誘電膜と同様にして、誘電膜を製造した。製造し
た誘電膜を、比較例２の誘電膜とした。
【００６０】
　＜誘電膜の物性＞
　[弾性率]
　製造した誘電膜の静的せん断弾性率を、ＪＩＳ　Ｋ　６２５４（２００３）に準じて測
定した。低変形引張試験における伸び率は２５％とした。
【００６１】
　[体積抵抗率]
　製造した誘電膜の体積抵抗率を、ＪＩＳ　Ｋ６２７１（２００８）に準じて測定した。
測定は、直流電圧１００Ｖを印加して行った。
【００６２】
　［評価］
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　誘電膜の弾性率および体積抵抗率の測定結果を、誘電膜の組成と共に、表１に示す。表
１中、金属酸化物粒子の含有量は、使用したゾル中のチタン（Ｔｉ）量から換算した値で
ある。
【表１】
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【００６３】
　表１において、まず、無機フィラーのシリカを含まない参考例１、実施例２、３と比較
例１とを比較する。参考例１、実施例２、３の誘電膜においては、金属酸化物粒子を含有
しない比較例１の誘電膜と比較して、弾性率が大きく、体積抵抗率も二桁以上大きくなっ
た。なかでも、ＴｉＯ２／ＺｒＯ２複合粒子を含む実施例３の誘電膜の体積抵抗率が、最
も大きくなった。次に、無機フィラーのシリカを含む参考例４、実施例５～７と比較例２
とを比較する。参考例４、実施例５～７の誘電膜においては、金属酸化物粒子を含有しな
い比較例２の誘電膜と比較して、弾性率が大きく、体積抵抗率も二桁程度大きくなった。
なかでも、ＴｉＯ２／ＳｉＯ２複合粒子を含む実施例５の誘電膜、およびＴｉＯ２粒子と
ＴｉＯ２／ＺｒＯ２複合粒子との両方を含む実施例７の誘電膜の体積抵抗率が、大きくな
った。
【００６４】
　[ＴｉＯ２粒子の含有量と物性との関係]
　ポリマー溶液１００質量部に対するＴｉＯ２ゾル量の配合量を変えることにより、Ｔｉ
Ｏ２粒子の含有量が異なる誘電膜を製造した。そして、誘電膜におけるＴｉＯ２粒子の含
有量と、弾性率および体積抵抗率と、の関係を調べた。図３に、ＴｉＯ２粒子の含有量に
対する弾性率の変化を示す。図４に、弾性率と体積抵抗率との関係を示す。なお、ＴｉＯ

２粒子の含有量は、ＴｉＯ２ゾル中のＴｉ量から換算した値である。また、図４中、縦軸
の「Ｅ＋１１」は「１０１１」を意味する。例えば、縦軸の「１．０Ｅ＋１１」は「１．
０×１０１１」を示す。
【００６５】
　図３に示すように、ＴｉＯ２粒子の含有量が増加するに従って、誘電膜の弾性率は大き
くなった。また、図４に示すように、弾性率が１５ＭＰａを超えても、体積抵抗率はそれ
ほど増加しなかった。この結果から、ＴｉＯ２粒子の含有量が２０質量部を超えると、弾
性率が増加するだけで、電気抵抗の増加効果は小さいことが、確認された。
【００６６】
　＜アクチュエータの製造＞
　製造した誘電膜を用いて、アクチュエータを製造した。まず、アクリルゴムポリマー溶
液にカーボンブラックを混合、分散させて導電塗料を調製した。次に、導電塗料を、製造
した誘電膜の表裏両面にスクリーン印刷して、電極を形成した。このようにして製造され
たアクチュエータを、誘電膜の種類に対応させて、「参考例１のアクチュエータ」等と称
す。実施例２、３、５～７のアクチュエータは、本発明のトランスデューサに含まれる。
【００６７】
　＜アクチュエータの評価＞
　製造したアクチュエータについて、絶縁破壊強度および漏れ電流を測定した。まず、測
定装置および測定方法について説明する。図５に、測定装置に取り付けられたアクチュエ
ータの表側正面図を示す。図６に、図５のＶＩ－ＶＩ断面図を示す。
【００６８】
　図５、図６に示すように、アクチュエータ５の上端は、測定装置における上側チャック
５２により把持されている。アクチュエータ５の下端は、下側チャック５３により把持さ
れている。アクチュエータ５は、予め上下方向に延伸された状態で、上側チャック５２と
下側チャック５３との間に、取り付けられている（延伸率２５％）。
【００６９】
　アクチュエータ５は、誘電膜５０と一対の電極５１ａ、５１ｂとからなる。誘電膜５０
は、自然状態で、縦５０ｍｍ、横２５ｍｍ、厚さ約２０μｍの長方形の薄膜状を呈してい
る。電極５１ａ、５１ｂは、誘電膜５０を挟んで表裏方向に対向するよう配置されている
。電極５１ａ、５１ｂは、自然状態で、各々、縦４０ｍｍ、横２５ｍｍ、厚さ１０μｍの
長方形の薄膜状を呈している。電極５１ａ、５１ｂは、上下方向に１０ｍｍずれた状態で
配置されている。つまり、電極５１ａ、５１ｂは、誘電膜５０を介して、縦３０ｍｍ、横
２５ｍｍの範囲で重なっている。電極５１ａの下端には、配線（図略）が接続されている
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は、各々の配線を介して、電源（図略）に接続されている。
【００７０】
　電極５１ａ、５１ｂ間に電圧を印加すると、電極５１ａ、５１ｂ間に静電引力が生じて
、誘電膜５０を圧縮する。これにより、誘電膜５０の厚さは薄くなり、延伸方向（上下方
向）に伸長する。測定は、印加電圧を段階的に増加して、誘電膜５０が破壊されるまで行
った。そして、誘電膜５０が破壊される寸前の電圧値を誘電膜５０の膜厚で除した値を、
絶縁破壊強度とした。また、その時に電極５１ａ、５１ｂ間に流れる電流を測定し、漏れ
電流とした。上記表１に、実施例、参考例および比較例のアクチュエータにおける絶縁破
壊強度、および漏れ電流の測定結果を、まとめて示す。
【００７１】
　表１において、まず、誘電膜に無機フィラーのシリカを含まない参考例１、実施例２、
３と比較例１とを比較する。参考例１、実施例２、３のアクチュエータにおいては、比較
例１のアクチュエータと比較して、絶縁破壊強度が大きくなった。次に、誘電膜に無機フ
ィラーのシリカを含む参考例４、実施例５～７と比較例２とを比較する。参考例４、実施
例５～７のアクチュエータにおいては、比較例２のアクチュエータと比較して、絶縁破壊
強度が大きくなった。なかでも、ＴｉＯ２粒子とＴｉＯ２／ＺｒＯ２複合粒子との両方を
含む誘電膜を備える実施例７のアクチュエータにおいて、絶縁破壊強度が最も大きくなっ
た。また、金属酸化物粒子に加えて、無機フィラーのシリカを含む誘電膜を備える参考例
４、実施例５～７のアクチュエータの方が、当該シリカを含まない参考例１、実施例２、
３のアクチュエータよりも、絶縁破壊強度が大きくなった。以上より、本発明の誘電膜を
用いることにより、耐絶縁破壊性が高いアクチュエータを実現できることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　本発明の誘電膜を用いたトランスデューサは、機械エネルギーと電気エネルギーとの変
換を行うアクチュエータ、センサ等、あるいは音響エネルギーと電気エネルギーとの変換
を行うスピーカ、マイクロフォン、ノイズキャンセラ等として、広く用いることができる
。なかでも、産業、医療、福祉ロボットやアシストスーツ等に用いられる人工筋肉、電子
部品冷却用や医療用等の小型ポンプ、および医療用器具等に用いられる柔軟なアクチュエ
ータ、として好適である。
【符号の説明】
【００７３】
１：アクチュエータ（トランスデューサ）、１０：誘電膜、１１ａ、１１ｂ：電極、１２
ａ、１２ｂ：配線、１３：電源。
５：アクチュエータ、５０：誘電膜、５１ａ、５１ｂ：電極、５２：上側チャック、５３
：下側チャック。
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